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表紙

「個別注記表」につきましては、法令及び定款の規定に基づき、当社ウェブサイト

（http://www.kuramoto.co.jp/）に掲載することにより株主のみなさまに提供しておりま

す。

法令及び定款に基づくインターネット開示事項

個　別　注　記　表
(2021年１月１日から2021年12月31日まで)

株式会社倉元製作所
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個別注記表

個別注記表

１．継続企業の前提に関する注記

　当社は、前事業年度までに７期連続で営業損失、経常損失を計上しております。

　当社は、2020年４月14日に第三者割当による新株式の発行の払込みがなされ、同年４月

30日に借入金返済条件の変更及び債務免除を受けた結果、債務超過は解消したものの、当

事業年度においても、引き続き受注が低迷したこと及び新型コロナウイルス感染症の影響

により売上が低調に推移し、営業損失42百万円を計上するに至っております。これらの状

況により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しており

ます。

　当社は、当該状況を解消し、収益構造の改善を推進するため、以下の諸施策を実施して

おります。

①財務基盤の改善

　当社は、2021年４月16日に那須マテリアル株式会社他２社及び個人10名を割当先と

した第三者割当による新株式を発行し、同日に305百万円の払込みを受けました。ま

た、新株式の発行と同時に第２回新株予約権を発行し、第２回新株予約権の行使によ

る調達金額は180百万円を予定しております。なお、当事業年度において第２回新株予

約権の一部行使等を受け、72百万円の払込みを受けました。

　当社は、この資金を金融債務の弁済資金及び運転資金とし、財務基盤の改善を図り

ます。

②事業上の改善

イ．売上高の改善

　営業力の強化、成膜・シリコンウェーハ再生事業の製品群増加・新規顧客獲得、

技術力の強化、経営資源活用による新規事業の構築等を実施してまいります。

ロ．収益力の改善

　既存技術のブラッシュアップ・経営資源活用による新規案件（切断、研磨技術を

活用した精密加工事業の新規市場への参入、成膜技術を活用した金属特殊コーティ

ング事業への参入）の収益化、既存技術・設備の海外展開、中国法人である深圳康

医股份有限公司（Shenzhen Novocare Medical Devices Inc.（Novocare社））

との業務提携を軸としたスポンサーによる新規事業（医療支援機器・プラットフォ

ーム）の構築に加え、原価低減・電力費削減・役員報酬カットなどの全社コスト削

減を実施してまいります。

ハ．企業力の向上

　PDCAサイクルの確立、人事システムの運用見直しによる従業員のモチベーション

とパフォーマンス向上、計画のモニタリング・プロジェクト管理の強化等を実施し

てまいります。

　しかし、これらの諸施策は実施途上であり、現時点で継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められます。

　なお、計算書類は継続企業を前提として作成されており、このような継続企業の前提に

関する重要な不確実性の影響を計算書類には反映しておりません。

－ 1 －
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商品、製品、仕掛品、原材料、

貯蔵品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

２．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

・時価のないもの 総平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品(上記を除く) 最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建

物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以

後に取得した建物附属設備及び構築物については、

定額法を採用しております。）

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物 18～31年

機械及び装置 ６～９年

② 無形固定資産 定額法

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

自社利用のソフトウエア　　５年

③ リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

② 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及

び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡

便法を適用しております。

③ 災害損失引当金 災害により被災した資産の復旧等に要する支出に備

えるため、その見積額を計上しております。

－ 2 －
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(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

① 外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

② 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消

費税は、当事業年度の費用として処理しております。

３．表示方法の変更

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当

事業年度より適用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。

４．会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損）

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

　2021年12月31日現在、有形固定資産854,232千円計上しております。なお、減損損失の

計上はありません。

(2) 会計上の見積りの内容の理解に資する情報

①算出方法

　当社は、基板事業、賃貸事業、その他事業の３つの事業ごとに、減損の兆候があると識

別し、兆候に該当した固定資産について、当該固定資産から得られる割引前将来キャッシ

ュ・フローの総額と固定資産の帳簿価額との比較により、減損損失を認識するかどうかの

検討をしております。

　当社では、前年から引き続き受注が低迷したこと及び新型コロナウイルス感染症の影響

により売上は低調に推移したため、当事業年度末において、基板事業における固定資産及

び共用資産に関し減損の兆候があると判断しておりましたが、減損損失の認識の判定にお

いて、当該固定資産から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がその帳簿価額を

上回っていたことから、減損損失を認識しておりません。

　上記の割引前将来キャッシュ・フローの総額は、当該固定資産の継続的使用によって生

じる将来キャッシュ・フロー及び使用後の処分によって生ずると見込まれる将来キャッシ

ュ・フローの見積りによって算定しております。当該固定資産の継続的使用によって生じ

る将来キャッシュ・フローの見積りは、今後の事業計画及び事業計画が策定されている期

間を超えている期間についての将来予測額に基づいて算定しております。また、使用後の

処分によって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フローの見積りは主として外部の評価

専門家による不動産鑑定評価額を基礎とした正味売却価額により算定しております。

②主要な仮定

　事業計画の策定において用いた主要な仮定は、販売単価及び見込受注数量、仕入単価等

であります。販売単価及び見込受注数量については、過去の実績及び将来の市況の見込み

を勘案して設定しております。

③翌年度の計算書類に与える影響

　将来キャッシュ・フローの算定にあたっては、決算時点で入手可能な情報等に基づき合

理的に判断しておりますが、経営環境の変化等により今後著しく収益性が低下し、見積り

が大きく相違した場合、翌年度において新たに減損損失を認識する可能性があります。

－ 3 －
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建物 196,581千円

土地 456,477千円

計 653,059千円

１年内返済予定の借入金 139,492千円

長期借入金 529,661千円

計 669,153千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 19,666,742千円

支払手形 4,387千円

５．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

上記の物件に対応する債務

(3) 期末日満期手形等の処理について

　期末日満期手形等の処理は、手形交換日又は決済日をもって決済処理しております。した

がって、当事業年度末日は金融機関が休日のため、次のとおり期末日満期手形等が当事業年

度末残高に含まれております。

６．損益計算書に関する注記

（災害損失引当金戻入額、災害による損失及び災害損失引当金繰入額）

　当社の若柳工場において、2021年６月15日に落雷による停電が発生し、特別高圧受電設備

（以下、特高設備）が破損しました。当該被害による復旧費用等のうち、当事業年度における

復旧費用等を「災害による損失」として51,765千円を特別損失に計上しております。なお、第

３四半期会計期間において、今後、特高設備の復旧に要すると見込まれる費用139,000千円を

「災害損失引当金繰入額」として特別損失に計上いたしましたが、2021年12月15日開催の取締

役会において高圧受電設備の継続使用を決議したことにより、予測し得る将来において特高設

備の復旧工事を見合わせることとし、特高設備復旧費用が発生しないことが見込まれるため、

第４四半期会計期間において「災害損失引当金戻入額」として139,000千円を特別利益に計上

しております。

　また、当社はかかる被害に備えた保険を付しておりますが、保険金額が確定していないため

受取保険金を計上しておりません。

－ 4 －
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株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 31,582,119株 2,249,400株 －株 33,831,519株

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 1,309,570株 －株 508,900株 800,670株

普通株式 799,900株

７．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

(注) 発行済株式総数の増加2,249,400株は、第三者割当による新株の発行による増加でありま

す。

(2) 自己株式の数に関する事項

(注) 自己株式の減少508,900株は、新株予約権の行使に伴う自己株式の処分によるものであり

ます。

(3) 配当に関する事項

　該当事項はありません。

(4) 当事業年度の末日における新株予約権 (権利行使期間の初日が到来していないものを除

く。) の目的となる株式の種類及び数

－ 5 －
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繰延税金資産

たな卸資産評価損 8,118千円

減価償却の償却超過額 226,589千円

減損損失 743,103千円

退職給付引当金 2,683千円

貸倒引当金 14,372千円

投資有価証券評価損 13,788千円

繰越欠損金 1,817,167千円

その他 2,611千円

繰延税金資産小計 2,828,435千円

評価性引当額 △2,828,435千円

繰延税金資産合計 －千円

８．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

９．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権移転

外ファイナンス・リース契約により使用しております。

10．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借

入による方針であります。デリバティブは、借入金の金利変動リスクを回避するために利用

し、投機的な取引は行いません。

② 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形、電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており

ます。

　投資有価証券である株式等は、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。

　借入金のうち、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。

　営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

　営業債権リスクに関しては、当社の与信管理方針に従い、取引先ごとの期日管理及び残高

管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を決算期ごとに把握する体制としております。

　投資有価証券のリスクに対しましては、定期的に時価を把握することにより、保有状況を

継続的に見直しております。

　営業債務や借入金のリスクに対しましては、担当部門において月次に資金繰計画を作成・

更新するとともに、手許流動性の維持などにより資金流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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貸借対照表計上額 時価 差額

① 現金及び預金 204,923 204,923 －

② 売掛金 178,843 178,843 －

③ 電子記録債権 294,728 294,728 －

④ 投資有価証券

 その他有価証券 402 402 －

資産計 678,896 678,896 －

⑤ 支払手形 36,011 36,011 －

⑥ 買掛金 36,299 36,299 －

⑦ 未払金 67,298 67,298 －

⑧ 長期借入金(※1) 694,853 694,853 －

⑨ リース債務(※2) 89,863 89,863 －

負債計 924,326 924,326 －

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2021年12月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。

(単位：千円)

　(※1) 長期借入金については、１年内返済予定の長期借入金も含めて示しております。

　(※2) リース債務については、流動負債の「リース債務」と固定負債の「リース債務」の

合計額であります。

(注1) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

① 現金及び預金、② 売掛金及び③ 電子記録債権

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

④ 投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式等は取引所の価格によっております。

⑤ 支払手形、⑥ 買掛金、⑦ 未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

⑧ 長期借入金、⑨ リース債務

　長期借入金及びリース債務の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又

はリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた金額とほぼ等しいと想定される

ことから、当該帳簿価額によっております。

(注2) 非上場株式(貸借対照表計上額0千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロ

ーを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「④ 投

資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

－ 7 －
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種類
会社等の
名称

又は氏名

議決権等の
所有割合
（％）

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員 時　慧 － 当社代表取締役社長
債務被保証
(注)１

87,556 － －

役員 小峰　衛 － 当社取締役
債務被保証
(注)１

87,556 － －

役員 宮澤　浩二 － 当社取締役
債務被保証
(注)１

87,556 － －

役員 李　克
(被所有)

直接
1.1％

当社取締役
第三者割当増資
(注)２

49,993 － －

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を自己
の計算に
おいて所
有してい
る会社

那須マテリ
アル㈱

(注)３

(被所有)
直接

5.7％

役員の兼任
商品の仕入
設備の売却

設備売却(注)４ 46,927 未収入金 13,944

第三者割当増資
(注)２

199,988 － －

新株予約権の行
使(注)５

58,208 － －

(1) １株当たり純資産額 20円78銭

(2) １株当たり当期純利益 0円28銭

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 0円28銭

11．賃貸等不動産に関する注記

　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

12．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

　　該当事項はありません。

(2) 役員及び個人主要株主等

(注) １．債務被保証については、リース債務に対して債務保証を受けております。

なお、保証料の支払は行っておりません。ただし、役員の債務保証に対し当社の売掛

金を担保提供しております。

２．2021年３月26日開催の取締役会決議により発行した第三者割当増資であります。

３．当社取締役星彰治及びその近親者が議決権の過半数を所有しております。

４．当社と那須マテリアル株式会社との取引は、那須マテリアル株式会社から提示された価

格と、他社との取引価格を勘案してその都度交渉の上、決定しております。

５．2021年３月26日開催の取締役会決議により発行した新株予約権の行使であります。

６．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

13．１株当たり情報に関する注記

14．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

－ 8 －
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個別注記表

15．その他の注記

（新型コロナウイルス感染症による影響）

　新型コロナウイルス感染症の収束時期には不確実性を伴いますが、新型コロナウイルス感染

症の感染拡大による消費の落ち込みや生産活動の停滞等により、会社の事業領域においては、

当事業年度に受注量の減少に伴う売上高の減少などの影響を受けており、翌事業年度も当該状

況による影響が残ると仮定し会計上の見積りを行っております。なお、新型コロナウイルス感

染症の今後の広がり方や収束時期等は不透明であることから、新型コロナウイルス感染症の急

激な感染拡大などにより、この仮定が見込まれなくなった場合には、将来の財政状態及び経営

成績に影響を及ぼす可能性があります。

－ 9 －


